
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＴＴグループ 

グリーン調達ガイドライン 
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１.はじめに 

ＮＴＴグループは、環境への影響を考慮した製品の調達（グリーン調達）を推進します。 

本ガイドラインは、グリーン調達に関するＮＴＴグループの基本的考え方であり、ＮＴＴグルー

プとサプライヤが継続して環境問題に取組む一般的な項目を示しています。  

なお、具体的な要求項目及びグリーン調達に係わる評価については、ＮＴＴグループ各社が別途

定める技術仕様等で示します。  

 

 

２.適用範囲 

本ガイドラインは、ＮＴＴグループが調達する製品（事務用品を除く）について適用する。 

 

 

３.定  義 

 

 ３.１用語 

本ガイドラインに用いる用語の定義は、以下の他、JIS Q 14001 / ISO 14001 による。 

  ・製品アセスメント：製品の設計段階において、製品が与える環境影響を部品･材料調達、製造、流通、 

            使用、リサイクル、廃棄処理等の各段階で評価し、必要に応じて製品の設計変更 

            を行い、環境への影響の低減を図ること。 

 

 

４.ガイドライン 

 

 ４.１サプライヤの取り組み 

 

  ４.１.１環境方針 

サプライヤは、環境方針を作成する。 

 

  ４.１.２環境マネジメントシステム 

サプライヤは、環境マネジメントシステムを構築する。ただし、環境マネジメントシステムを構

築するにあたっては、 JIS Q 14001 / ISO 14001 を参考にする。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 ４.２製品アセスメントの実施 

サプライヤは、製品アセスメントを実施する。 

以下に製品アセスメントを実施する上で、考慮すべき主な項目を示す。 

また、本項目以外にも、環境に対する影響を低減する設計等を自主的に実施する。 

 

  ４.２.１材料 

（１）材料の統一 

        製品に使用する材料の種類は、可能な限り統一する。 

（２）材料の選定 

        製品に使用する材料を選定するときは、リサイクルが困難な複合材料等を可能な限り回避 

       し、リサイクルが容易な材料を選定する。 

（３）有害物の使用抑制 

   原則、製品には、特定有害産業廃棄物に指定されている等、特別な廃棄処理が必要な物質 

  や化合物を使用しない。 

        これらを使用する場合、サプライヤは使用した有害物の名称、使用量を明確にするととも 

       に、ＮＴＴグループ各社の要請により、使用中の漏洩防止、製品からの分離、輸送、リサイ 

       クル及び廃棄処理方法を説明する。 

 

  ４.２.２省資源 

（１）再生材料の使用 

        製品に使用する材料は、可能な限り再生材料を使用する。 

（２）減量化 

   製品は、可能な限り減量化を図る。 

（３）長寿命化 

   製品及び交換部品の長寿命化を図る。 

 

  ４.２.３分解の容易性 

     製品は可能な限り、再使用可能な部品、再生可能な材料毎に容易に分解可能な構造とする。 

 

  ４.２.４表示 

  製品及び部品は、材料名を明記する等、リサイクル及び最適な廃棄処理を実施するために必要な 

 情報を、容易に消えない方法で可能な限り表示する。 

 

  ４.２.５省エネルギー 

     製品のエネルギー（電力、化石燃料）消費は、可能な限り少なくする。 

 



 

 

 

 

 

   ４.２.６梱包材 

     梱包材は、可能な限り次に示す項目に配慮する。また、梱包材による環境影響を低減するため、 

    製品の構造（設計）にも配慮する。 

（１）構造 

        梱包材は、繰り返し再使用可能な構造とする。 

（２）材料 

        梱包材は、再生材料を使用するとともに、使用量を必要最少限にする。 

（３）表示 

        梱包材は、容易に消えない方法で材料名を表示する。 

 

   ４.２.７廃棄処理の容易性 

 製品（梱包材を含む）が中間処理及び最終処分されるとき、処理施設及び施設の周辺環境等に可能

な限り影響をあたえないように配慮して製品を設計する。 

  

 ４．３リサイクル・廃棄方法 

     サプライヤは、製品のリサイクル・廃棄方法について手順を作成し、ＮＴＴグループ各社の要請 

    により、その手順を説明する。 

 

 

５．その他 

本ガイドラインは、社会状況の変化及び新たな知見等により必要に応じ改訂します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

本ガイドラインは、以下の NTT グループ各社に適用する。 

 

日本電信電話株式会社 

東日本電信電話株式会社 

西日本電信電話株式会社 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

株式会社ＮＴＴファシリティーズ 

エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

  

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

 

日本電信電話株式会社 技術企画部門 ﾍﾞﾝﾀﾞｰﾘﾚｰｼｮﾝ担当 TEL(03)5205-5285 FAX(03)5205-5289 

           研究企画部門 環境推進室  TEL(03)5205-5326 FAX(03)5205-5329 

東日本電信電話株式会社 資材調達ｾﾝﾀ 購買部門  TEL(03)5359-4355 FAX(03)5354-1277 

西日本電信電話株式会社 資材調達ｾﾝﾀ 第一購買部門  TEL(06)4793-7571 FAX(06)4793-4880 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社 経営企画部 ﾌﾟﾛｷｭｱﾒﾝﾄ統括室 TEL(03)6701-2765 FAX(03)5798-4075 

株式会社ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ 資材部 資材企画担当  TEL(03)5156-1392 FAX(03)5156-0336 

株式会社ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ 購買部 戦略調達担当  TEL(050)5546-8279 FAX(03)5546-8281 

株式会社 NTT ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ 資材調達ｾﾝﾀ   TEL(03)5444-5217 FAX(03)5444-5218 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾑｳｪｱ株式会社 購買部 購買企画担当  TEL(03)5796-3942 FAX(03)5463-8965 


